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１．当地製造業の全体観 

高知県の経済活動別県内総生産をみる

と、全国と比較して「保健衛生・社会事業」、

「農林水産業」、「建設業」、「公務」、「教育」

の比率が高い一方で、「製造業」は 8.5％に

止まっており、全国の 20.4％に対して産業

に占める比率が低い（図表１、図表２）。 

【図表１】経済活動別県内総生産（高知・名目） 

 

（注）1.2011 年基準（2008SNA）。 

2.構成比は小数点以下第２位を四捨五入している  

ため、必ずしも 100 とはならない。 

3.図表２も同様の注意が必要。 

（出所）高知県「高知県県民経済計算の概要」 

【図表２】経済活動別国内総生産（全国・名目） 

 

 

また、他の都道府県と比較すると、高知

県の製造品出荷額は 5,800 億円と２番目

に少なく、全国の 0.2％に止まっている（図

表３）。この背景としては、大消費地や主

要港湾等から距離が離れていることなど

が挙げられる。 

【図表３】都道府県別の製造品出荷額等

（2017 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）本稿中の図表で、特に断りのない場合は、出所が

「工業統計調査」、「経済センサス」のものについ

て、以下の点に注意。 

①従業者４人以上事業所についての集計値。 

②製造品出荷額等は、製造品出荷額、加工賃収入額、

その他収入額及び製造工程から出たくず及び廃

物出荷額の合計。 

③付加価値額は、30 人以上事業所は、「製造品出荷

額等-税-原材料使用額等-減価償却額＋製造品在

庫、半製品、仕掛品増加額」。29 人以下事業所は、

粗付加価値額（「製造品出荷額等-税-原材料使用

額等」）。 

④従業者数は、2015 年以降は工業統計調査および

経済センサスで公表されている翌年度6月1日時

点の計数を利用。 

⑤2011 年、2015 年については経済センサスの実施

年であり、工業統計調査が実施されなかったため、

出所を工業統計調査と表記している場合でも、経

済センサスの計数を用いている。2017 年は速報

値。 

⑥工業統計調査の業種に関して、図表中の「一般機

械」は、工業統計調査で実際に用いられている業

種区分ではないが、本稿では「はん用機械」、「生

産用機械」、「業務用機械」を合計して、「一般機

械」として扱っている。 

（出所）経済産業省「工業統計調査」 

もっとも、当地製造業は最終需要先の多

くが県外（海外への輸出を含む）であるた

め、他の産業と比較すると移輸出額が大き
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くなっている（図表４）。すなわち、製造

業は国内外の経済の動きを直接的・間接的

に取り込みやすいことから、当地製造業も

ウェイトは小さいものの、県内経済の変化

に対する起点となっている（図表５）。 

県内人口が減少し、先行きの県内需要の

縮小が懸念される中で、国内外の成長を取

り込んでいく観点からは、県内経済におけ

る製造業の重要性は高いと考えられる。 

【図表４】業種別の移輸出額（2011 年） 

 

（出所）高知県「産業連関表」 

【図表５】高知県の県内総生産の変化に対す

る主要業種の寄与（名目） 

 
（出所）高知県「高知県県民経済計算」 

本稿では、まず、当地製造業の産業構成

等について確認した後、主要業種別にみた

特徴点を整理する。そして最後に、当地製

造業全体の現状と課題を整理する。 

２．産業構成と労働生産性 

当地製造業の産業構成を各業種別にみ

ると、「食料品」、「一般機械（はん用・生

産用・業務用機械）」、「パルプ・紙・紙加

工品」、「窯業・土石製品」の比率が高い（図

表６）。 

全国との対比でみると、「食料品」や土

佐和紙の伝統を受け継ぐ「パルプ・紙・紙

加工品」、豊富な石灰石資源を有する「窯

業・土石製品」の比率が高いのが特徴であ

る。 

一方、全国で比率の高い「化学」や「輸

送用機械器具」は、当地での比率が低い。

また、2010 年以降、かつて工場誘致を行っ

ていた電子部品工場が縮小、閉鎖されてお

り、足許では「電子部品等」のウェイトは

さらに低下していると考えられる。 

【図表６】製造業全体に占める各業種の比率

（付加価値額ベース、2017 年） 

 
（出所）経済産業省「工業統計調査」 
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また、当地製造業の労働生産性は、全体

として全国よりも低い水準にある。業種別

にみると、「窯業・土石製品」以外の全て

の業種で全国を下回っている（図表７）。 

 

【図表７】労働生産性（付加価値額/従業者数）

（2017 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）経済産業省「工業統計調査」 

労働生産性は、付加価値額を従業者数で

割ったものであり、付加価値額は人件費と

利益に分解できる。人件費を表す「従業者

一人当たり現金給与総額」をみると、全て

の業種で全国を下回っている（図表８）。 

さらに、労働生産性から一人当たり現金

給与総額を引いた「従業者一人当たり利益」

をみても、全国よりも低い水準となってい

る（図表９）。具体的には、当地製造業の

労働生産性は全国よりも 545 万円低く、そ

の内訳である一人当たり現金給与総額は

120 万円、一人当たり利益は 425 万円低い。

すなわち、当地製造業については、人件費

が低いことが立地上のメリットではある

が、生み出される利益水準も低いため、両

者を合算した労働生産性が低くなってい

る。 

【図表８】従業者一人当たり現金給与総額

（2016 年） 

 
（注）入手可能な最新年を使用。 

（出所）経済産業省「工業統計調査」 

 

【図表９】従業者一人当たり利益（「高知－全

国」、2016 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）入手可能な最新年を使用。 

（出所）経済産業省「工業統計調査」 
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３．主要業種の特徴点 

次に、当地でウェイトの高い「食料品」、

「一般機械」、「パルプ・紙・紙加工品」、「窯

業・土石製品」の特徴を整理する。 

 

① 食料品 

（ⅰ）出荷額増加には消費増税や円安も寄与 

当地製造業のうち、食料品は製造業全体

の付加価値額の 17.9％を占めている（図表

６）。食料品は労働集約的な産業であり、労

働生産性が他の産業対比低いが、当地の食

料品は、全国の同産業対比でもさらに生産

性が低くなっている（図表７）。 

もっとも、出荷額（製造品出荷額等）の

推移をみると、2014～16 年にかけて伸びが

高まっており（前年比＋8.1％～＋13.1％）、

製造業計との対比でも高い伸びを示してい

る（図表 10）。 

【図表 10】製造品出荷額等（製造業計、食料

品） 

 

（出所）経済産業省「工業統計調査」 

この点について、食料品出荷額を①原材

料使用額等、②付加価値額、③減価償却額、

に分けると、2014～16 年にかけて原材料使

用額等が増加しており、これが食料品出荷

額を押し上げている一方、付加価値額の伸

びは低くなっている（図表 11）。 

さらに、2007～17 年の出荷額と付加価値

額をみても、2014 年以降は出荷額の増加に

比べて、付加価値額の増加が小幅なものに

止まっており（図表 12）、両者の乖離のかな

りの部分には原材料使用額等の増加が寄与

していると考えられる。 

【図表 11】食料品の出荷額の分解 

 

（注） 減価償却額を入手できる 30 人以上事業所を使用。

最新公表年は 2016 年。図表 13 も同様。 

（出所）経済産業省「工業統計調査」 

【図表 12】食料品の出荷額と付加価値額 

 

（出所）経済産業省「工業統計調査」 

この点を、製造業全体についてみると、

原材料使用額等、付加価値額がいずれも緩

やかに増加しており（図表 13）、食料品の

ような出荷額と付加価値額との乖離はみ

られない（図表 14）。 
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【図表 13】製造業計の出荷額等の分解 

 

【図表 14】製造業計の出荷額と付加価値額 

 

（出所）経済産業省「工業統計調査」 

2014～16 年の食料品の出荷額や原材料使

用額等の増加には、県内工場の新設や能力

増強投資に加えて、消費増税（2014 年 4 月）

や為替円安の寄与もあると考えられる。実

際に、国内企業物価指数をみると、工業製

品・食料品ともに 2014 年に消費増税等の影

響から上昇しており、特に 2015 年以降、食

料品の物価が高止まりしている（図表 15）。

この点で、鉱工業生産指数で食料品の生産

水準をみると、同時期の伸び率（前年比＋

0.4％～＋3.4％）はそれほど高いものとは

なっていない（図表 16）。また、2018 年の

鉱工業生産指数をみると、酒造メーカーや

酒以外の飲料メーカーの県内生産の減少に

加え、県外資本の食品メーカーが、生産ラ

インの一部を県外工場に移管したことなど

を映じて前年比減少に転じており、食料品

の生産数量の増加が必ずしも基調として持

続していないことにも留意が必要である

（図表 16）。 

【図表 15】飲食料品、工業製品の物価上昇率

（税含む） 

 
（注）計数は、「企業物価指数」のうち、「国内企業物価指 

数」を使用。 

（出所）日本銀行「企業物価指数」 

【図表 16】鉱工業生産指数の伸び率（高知県

分・食料品） 

 

 

 

 

 

（注）2015 年基準。2012 年以前は 2010 年基準の指数から 

計算された接続指数。 

（出所）高知県「鉱工業生産統計」 

（ⅱ）県際収支は「移輸入超」 

産業連関表（2011 年）をみると、食料品

の県内生産額は、食料品の県内最終需要を

下回っており、食料品の県際収支は、移輸

入超となっている。これは、県外に食料品

を製造販売することで稼いだ所得よりも、

県内消費のために県外から食料品を調達し

た額の方が多く、結果として、県外に所得

が流出していることを意味している（図表

17）。 
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【図表 17】食料品の県内最終需要額と県内生

産額（2011 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）高知県「産業連関表」 

近年の食料品出荷額の増加が、県際収支

に与える影響を試算すると以下の通りであ

る。まず 2011 年の産業連関表における「県

内生産額（食料品）」に、工業統計（４人以

上事業所）の食料品出荷額等の 2011～17 年

にかけての増加率（年率＋5.7％）を乗じる

ことで、2017 年時点の「県内生産額（食料

品）」とする。 

次に、2017 年の食料品の「県内最終需要

額」については、カバレッジの異なる複数

の統計をみると、2011 年度以降年率＋１％

～＋４％程度の伸び率となっている（図表

18）。 

【図表 18】最終需要額・販売額の伸び率 

統計名 年率の伸び率 

高知・県民経済計算（家計最終消費、

「食料、非アルコール飲料」、名目） 

＋2.1％ 

（2011～15 年度） 

高知・経済センサス（百貨店・総合

スーパー、飲食料品小売業、無店舗

＜小売業飲食料品小売＞の販売額

計） 

＋4.2％ 

（2011～15 年） 

高知・商業動態統計（百貨店・スー

パー、飲食料品販売額） 

＋1.0％ 

（2011～17 年） 

全国・国民経済計算（家計最終消費、

「食料、非アルコール飲料」、名目） 

＋2.2％ 

（2011～17 年） 

 

（注）商業動態統計（百貨店・スーパー、飲食料品販売額

については、ドラッグストア等の計数が入っていな

いため、下方バイアス（低めの数字となりやすいク

セ）があると考えられる。 

（出所） 高知県「高知県県民経済計算の概要」、経済産業

省「平成 28 年、平成 24 年経済センサス」、経済

産業省「商業動態統計」、内閣府「国民経済計算」 

その上で、「県内生産額」と「県内最終需

要額」とを比較して、2017 年の県際収支を

試算した。その結果をみると、「県内最終需

要」が仮に最も低い伸び率（年率＋１％）

であったとしても、「県内生産額」の水準よ

りも高くなっていることから、県際収支は

2017 年時点でも引き続き移輸入超となって

いると考えられる（図表 19）。 

【図表 19】食料品の県際収支の変化（推計値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）推計方法は以下の通り。 

・2017 年県内生産額：産業連関表（2011 年）の県内生

産額(食料品)に、工業統計（４人以上事業所）の食料

品出荷額等の 2011～17 年にかけての増加率を乗じた

数字。 

・2017 年県内最終需要額：図表 17 で示した産業連関表

（2011 年）の県内最終需要額に、各シナリオの成長

率を毎年乗じた数字。 

（出所）高知県「産業連関表」、経済産業省「工業統計調

査」 

なお、ここでは製造業に分類される食料

品に焦点を当てているため、農産物や水産

物などの一次産品が含まれていない。高知

県でも全国と同様に六次産業化をはじめと

した取組みが行われている中で、今後は、

食料品製造業と一次産品の生産、販売を包

括的にみた上で、その経済効果の評価を行

っていくことが課題である。 

 

 

（億円）

②県内
生産額

②－①
県際収支

2011年 1,112 -354

②県内
生産額

②－①
県際収支

１％成長 1,556 1,553 -3
２％成長 1,651 1,553 -98
３％成長 1,750 1,553 -198
４％成長 1,855 1,553 -302
５％成長 1,964 1,553 -412

2017年

1,466

①県内
最終需要額

①県内
最終需要額

県内最終需

要額 県内生産額

県際収支

0

500

1,000

1,500

2,000 ①－②（県際収支）
①県内最終需要額
②県内生産額

（億円） 県内需要を県内生産で

賄えないため、県外か

らの移輸入で賄う。
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② 一般機械（はん用・生産用・業務用機械） 

（ⅰ）ニッチトップ企業が多くみられる 

一般機械は、付加価値ベースで当地の製

造業の 15.0％を占めており、食料品に次ぐ

主要業種である（図表６）。もっとも、産業

ウェイトは全国と同程度であるが、労働生

産性や、一人当たり利益は全国対比で見劣

りしている（図表７、図表９）。 

当地の一般機械では、大企業との競合を

避け、限定的な市場で高いシェアや競争力

を有する、いわゆる「ニッチトップ企業」

が多くみられる（図表 20）。 

【図表 20】ニッチトップ企業の例 

技研製作所 

設立：1978 年 

独自技術である無公害杭打抜機「サイレ

ントパイラー」の製造および施工。国内

のみならず海外にも進出。無振動・無騒

音の圧入系杭打機の市場を独占。 

太陽 

設立：1953 年 

農業用機械部品（耕うん爪・国内シェア

40％）製造。インドにも工場進出。 

ＳＫＫ 

設立：1956 年 

船舶用全旋回式クレーンの製造。当該製

品の製造は国内で数社のみ。 

兼松エンジ

ニアリング 

設立：1971 年 

吸引作業車で国内最大シェア（80％以

上）。高圧洗浄車等の製造も手掛ける。 

ミロク 

設立：1946 年 

銃の製造を手掛け、海外へ輸出。工作機

械や自動車関連製品も製造。猟銃の国内

生産シェア７割。 

（注）二重線より下は他産業の代表的なニッチトップ企業。 

（出所）各社公表資料等 

ニッチトップ企業が多くみられる背景と

して、当地製造業の資本の蓄積が低いこと

が挙げられる（図表 21）。当地の一般機械は、

全国と比べて後発企業が多いことに加えて、

産業としての利益率が低いことも資本の蓄

積の弱さに寄与しているとみられる（図表

９）。 

【図表 21】自己資本比率（純資産/総資産） 

 

（出所）経済産業省「企業活動基本調査」 

実際に、企業からは、資本制約から大企

業のような大量生産による効率化やコスト

削減が難しい点を指摘する声が聞かれてい

る。また、大手との競合を避けるために、

大手や県外企業が参入しないような製品分

野や市場に限定して高付加価値化に取り組

む、いわゆるブルーオーシャン戦略に注力

してきた姿が窺われる（図表 22）。 

【図表 22】ヒアリング情報 

A 社 競合他社対比、資本力で見劣りするためコスト

競争では太刀打ちできない。このため競合他社

が製造しない高付加価値製品の製造へとシフト

を進めた結果、一定の利幅を確保している。 

B 社 当社が高い国内シェアを獲得できたのは、大手

メーカーが参入しなかったような分野の専業メ

ーカーとして、顧客ニーズに対してきめ細かく

対応してきたため。 

C 社 自社開発した製品に他社にない優位性があるた

め、新機種はもちろん旧機種も値下げしない。 

 

（ⅱ）県内での産業集積度は低い 

一般に、機械産業のような多数の部品を

組み合わせ、多くの工程を必要とする業種

では、当該地域の産業集積度が、生産性や

利益率と密接に関連している。産業集積と

は、特定地域内に多数の企業が立地し、各
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企業が密接に受発注の取引や技術協力、連

携等の企業間の関係があることを指す（図

表 23）。 

【図表 23】産業集積の概念図 

産業集積度が高い 産業集積度が低い 

 

そこで、当地の一般機械の産業集積度を

みるために、生産波及効果を確認する。生

産波及効果とは、ある産業に１単位の新規

需要が発生した場合、全産業にどれだけの

生産波及効果があるかを示すものであり、

その計数が大きいほど互いの影響度が高

いこと、すなわち産業が集積していること

を示している（図表 24）。 

一般機械の中で最もウェイトが高い生

産用機械について、当地の生産波及効果を

確認すると、当地の生産波及効果は、出荷

額の大きい愛知、大阪対比で小さいことが

わかる。一方、当地と出荷額が近い都道府

県との比較では必ずしも大きく見劣りは

しないが、その水準は低位に止まっている

ことがわかる（図表 25）。 

 

 

 

 

 

【図表 24】生産波及効果の概略 

・下図では、Ａ産業の新規需要が１単位あった場合、Ａ

産業に 1.03506 単位、Ｂ産業に 0.00018 単位の生産が

必要となり、全産業では 1.25 単位の生産波及効果があ

ることを表す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）1. 数値例は高知県の生産用機械（Ａ産業）、はん用

機械（Ｂ産業）、業務用機械（Ｃ産業）で作成。 

2.分かりやすさを重視しており、各産業間の原材料

等の投入係数には移輸出入を考慮していない計

数を使用している点で厳密ではない。 

（出所）総務省「平成 23 年（2011 年）産業連関表総合解

説編」、高知県「産業連関表」 

 

【図表 25】生産波及効果の比較（生産用機械）

 

（注） 1.開放経済型の産業連関表を使用。 

    2.はん用・生産用・業務用機械のうち、高知県で

製造品出荷額等が最も大きい生産用機械を表

示。なお、大分県は細分類がないため、一般機

械を表示。 
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・・・
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   3.高知県以外は、生産用機械の 2017 年における製

造品出荷額等について、都道府県別にみた上位２

県（愛知県、大阪府）に加えて、40 位の高知県の

上下２県を表示（38 位鹿児島県、39 位島根県、

41 位大分県、42 位徳島県）。 

（出所）各都道府県の産業連関表、経済産業省「工業統計

調査」 

また、県際収支を業種別に確認すると

（「県外への移輸出」－「県外からの移輸

入」または「県内生産額」－「県内最終需

要」）、2011 年時点では、一般機械（はん用・

生産用・業務用機械）が移輸入超となって

いるほか、一般機械の部材が含まれている

金属製品も移輸入超となっている（図表 26、

図表 27）。この点から、製造業の集積度が

低い当地では、生産活動にあたって県外か

らの調達に頼らざるを得ない面が多く残

っている点が課題といえよう。 

【図表 26】主要業種等別の県際収支 

 

（注）入手可能な最新年を使用。 

（出所）高知県産業連関表 

【図表 27】ヒアリング情報 

D 社 当社製品は高い市場シェアを誇っているが、組

立が主であり、部材自体は県外から仕入れてい

るものが多い。 

なお、県や業種ごとの成長率の違いや企

業行動の変化によって、県際収支のバラン

スは、2011 年以降、変化している可能性に

ついては留意が必要である。 

③パルプ・紙・紙加工品等1 

（ⅰ）多様な製品群で生き残りを図る 

当地では豊富な水資源や山間地で生産

される原材料（楮＜こうぞ＞、雁皮＜がん

ぴ＞、三椏＜みつまた＞等の植物繊維）を

利用して古くから土佐和紙の製造が行わ

れてきた。 

これを受け継いだ当地のパルプ・紙・紙

加工品業は、製造業全体に占める割合（付

加価値額ベース）が全国対比高い（図表６）。

また、従業者規模別の事業所数を確認する

と、パルプ・紙・紙加工品業は、製造業計

に比べて規模が大きい事業所の割合が高

いことが特徴的である（図表 28）。 

【図表 28】各産業における従業者規模別の事

業所の比率（高知県、2016 年） 

 

（出所）経済産業省「工業統計調査」 

                                                   
1 当地企業が製造している「機能紙」、「不織布」は、

産業分類上、繊維工業となるものも含まれている。

また、紙、不織布以外の関連製品もあわせて製造

している企業を含めて「パルプ・紙・紙加工品等」

製造業として取り扱っている（計数は「パルプ・

紙・紙加工品」の項目を使用）。 
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さらに、当地の企業は、電池等の部材と

いった工業用品や、フィルターや水産台紙、

大人用おむつといった多様な「機能紙」や

「不織布」を製造しており、世界シェアが

高い企業も存在している（図表 29）。これ

は、伝統的な土佐和紙の技術等を活かして、

全国に先駆けて付加価値の高い機能紙、不

織布の製造へと進出し、製品転換を行って

きたことが背景にある2。 

【図表 29】パルプ・紙・紙加工品等企業例 

ﾆｯﾎﾟﾝ高度

紙工業 

アルミ電解コンデンサ向けセパレータで

国内シェア 95％、世界シェア 60％。1941

年に売り出した薬剤煎出袋がコンデンサ

向けセパレータとして注目された。 

金星製紙 日本での乾式不織布のパイオニア（1956

年に国産設備による乾式不織布の製造に

国内初成功）。ドリップ吸水シート（水産

台紙）等の製造を手掛ける。 

廣瀬製紙 1954 年に国内で初めてビニロンを用いた

湿式不織布を製造。濾過フィルター等の

製造を手掛ける。全体の 65％以上を海外

向け売上が占める。 

（出所）各社公表資料等 

当地企業では、現在も絶え間ない技術革

新による高付加価値化によって生き残り

を図っていることが窺われる（図表 30）。 

 

 

 

 

 

                                                   
2 「機能紙」、「不織布」以外でも、家庭紙等で肌

触りや匂いの良さなどで付加価値の高い製品

によって差別化を図っているという例がある。 

【図表 30】ヒアリング情報 

E 社 以前世界シェアトップを誇った製品につい

ては、海外企業との価格競争からシェアを落

とした。もっとも、足もとでは他分野向けの

高付加値製品の販売が好調であり、売上が大

幅に伸長。先行きも、新製品の開発に力を注

ぎ、順次製品化させていきたい。 

F 社 以前国内シェアトップを誇った製品につい

ては、海外企業との価格競争から利益が圧迫

され、生産を縮小させている。その一方で、

自社の開発力を活かした高付加価値製品に

ついては、能力増強投資を行い、生産量を増

加させている。 

G 社 これまで輸出を行っていた製品について、海

外企業の参入から生産が減少している。資本

力が弱いため価格競争ではなく、付加価値の

高い新製品を開発することで、業況回復を図

りたい。 

 

（ⅱ）当地に立地するメリットの低下 

当地のパルプ・紙・紙加工品業は、豊富

な水や植物繊維等の自然資源、そして安価

な労働力が元来の強みであったが、原材料

や水資源、従業員の確保面での優位性が最

近は低下しているとの声や、市街化調整区

域の緩和が行われないこと等から当地で

新たな工場用地の確保が難しくなってい

るとの声が聞かれている。また、市場シェ

アが高まると、需要者から安定供給を求め

られるようになるが、当地は南海トラフ大

地震の津波被災リスクが高いことから、立

地上のデメリットとなっていると指摘す

る声も聞かれている（図表 31）。 
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【図表 31】当地に立地するメリットの低下 

（原材料） 

・昔は当地の植物繊維を使用していたが、現在は化学

繊維等の原材料の多くを県外から仕入れるため、立

地面における当地のメリットは低下した。 

・当地には、製紙会社が多く立地するが、生き残りを

図る過程で多種多様な製品を作るようになっている

ことや、同一製品でも原材料の違いで差別化、高付

加価値化を図っていることもあって、原材料の一括

購入は難しい。 

（水資源） 

・紙の製造には大量の水が必要となるため、取水が容

易な当地に所在することは強み。もっとも、加工分

野への進出等から、当地企業の約２割が生産に際し

て水を使用しなくなっている。 

（従業員） 

・安価な労働力も当地に所在するメリットであるが、

全国対比でも深刻な、少子化、人口減少を背景に、

そもそも働き手を探しだすことが困難化している。 

（土地） 

・県内では市街化調整区域による制約があり、工場用

地が不足している。能増投資を行う場合には、追加

の工場用地を求めて県外へと移転する可能性があ

る。 

（ＢＣＰ） 

・製品開発や高付加価値化の結果、市場シェアが高ま

り、安定供給を求められるようになった。このため、

当地は地震等で被災するリスクが高いことがデメリ

ットとなる。 

（出所）ヒアリング情報をもとに作成 

こうしたもとで、業容を拡大させる先の

中には、県外に工場や拠点を移す事例や、

今後も県外で設備投資を行うとする事例

がみられている（図表 32）。当地の基幹産

業であるパルプ・紙・紙加工品産業の強み

を今後さらに活かしていくためにも、県内

での新たな事業展開の制約となっている

用地取得の制約等は取り除いていくこと

が望ましいと考えられる。 

【図表 32】ヒアリング情報 

H 社 市場シェアが高いため、安定供給責任があ

る。このため、当地の被災リスクを考慮して、

県外で工場を建設し、稼働させている。 

I 社 販売先の殆どが県外であり、卸売業者の信頼

を得るためには、当地が被災した際でも供給

を途切れさせない体制が必要。当地からの移

転は難しいため、県外に倉庫を新設し、安定

供給に必要な完成品を保管している。 

J 社 受注量が増加していることを背景に県外で

工場を新設する。なお、新設先は輸送費の高

い当地以外で土地を探している中で、従業員

の確保が可能かつ工場誘致があった県外自

治体に決めた。 

④窯業・土石製品等3 

（ⅰ）豊富な資源で資本集約的な生産を行う 

当地の窯業・土石製品は、製造業全体に

占める割合が全国対比高いほか（図表６）、

労働生産性も全国対比で高い（図表７）。 

この要因としては、日本で最大の産出量

を誇る鳥形山鉱山や土佐山鉱山、白木谷鉱

山等で産出される石灰岩を原料とした石

灰石やセメントを製造する資本集約的な

事業所が立地していることが挙げられる。

実際、当地の窯業・土石製品産業の従業者

一人あたり有形固定資産（資本装備率4）

は、全国対比で突出して高くなっている

（図表 33）。 

                                                   
3  鉱山で採掘される石灰石等が加工されずに出

荷される場合は、産業分類上、鉱業に分類さ

れるが、本稿では窯業・土石製品等と共に議

論している（計数は「窯業・土石製品」の項

目を使用）。 
4  一般的にこの指標が高いことは生産現場にお

いて機械化が進んでいることを示す。 
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【図表33】各産業における従業者一人あたり有

形固定資産（「高知-全国」、2016 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）30 人以上事業所。 

（出所）経済産業省「工業統計調査」 

さらに、当地の石灰石・セメント出荷（輸

出・移出）を確認すると、全国で有数の規

模を誇っていることがわかる（図表 34）。 

【図表 34】石灰石・セメント出荷のうち、上位５

都道府県（2017 年） 

 
（出所）国土交通省「港湾統計（年報）」 

石灰石・セメントは、製品に比べ原料が

重い、「重量減損原料」に該当し、消費地

よりも原材料産出地に工場を立地したほ

うが、総輸送コストを抑えられるため、当

地は原料産地としての優位性がある。 

また、輸出が多い点については、①当地

産の石灰岩は他県対比でも炭酸カルシウ

ムの純度が高く、高値で取引されることに

加え、②太平洋に面しており、インフラ整

備等で石灰石・セメント需要が拡大するア

ジアに近いことが今後も優位に働くこと

が指摘できる（図表 35）。 

【図表 35】ヒアリング情報 

K 社 他の都道府県対比でも、当地からの石灰石と

セメントの輸出が多いのは、産出量が多いこ

とに加え、炭酸カルシウムの純度が高く、製

品の質が高いため。 

L 社 高付加価値製品について、需要地のアジアに

近い当地から輸出を行っている。また、先行

きもアジアのインフラ需要を取り込むべく、

輸出を強化するための施策を講じている。 

（ⅱ）石灰石関連事業から多角化 

また、当地企業では、江戸、明治期に創

業し、石灰関連産業で培った技術やネット

ワークなどを転用してさまざまな事業多

角化に成功している企業がみられる点も

特徴的である（図表 36）。今後も、質の高

い石灰石を活かした技術ノウハウの深化

や、新事業や異業種への進出が期待される。 

【図表 36】企業・グループ一例 

井上石

灰工業 

1884 年創業。漆喰用の消石灰から始まり、

医・試薬用カルシウム、特殊金属酸化物、

農薬原体、ワインに至るまで製造。 

入交グ

ループ 

1819 年に石灰製造で創業。鉱業、アグリビ

ジネス、エネルギー、建築、物流等の事業

の多角化を推し進める。従業者数はグルー

プで約 1,200 人。 

田中石

灰工業 

1894 年創業。石灰の製造・販売から、一般

廃棄物や産業廃棄物の処理まで手掛ける。 

（出所）各社公表資料等 

 

▽石灰石 （千ｔ）

第1位 高知 2,571 大分 13,989
第2位 新潟 356 高知 9,924
第3位 大分 345 青森 4,616
第4位 山口 89 山口 2,153
第5位 広島 2 三重 1,213

全国計 3,364 34,335

▽セメント （千ｔ）

第1位 大分 2,651 福岡 8,695
第2位 山口 1,824 山口 6,579
第3位 高知 1,342 北海道 3,952
第4位 福岡 1,269 兵庫 2,979
第5位 北海道 823 高知 2,195

全国計 9,599 34,218

輸出 移出
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４．おわりに 

本稿では、高知県の製造業の特徴を主要

４業種に分けて整理してきたが、最後に、

これらに共通する現状と課題を整理する。 

第一に、ニッチトップ戦略である。一般

機械では、大企業と競合しない市場や製品

分野に資本を振り向けて付加価値を高めて

生き残りを図っていく戦略をとる企業が多

くみられる。こうした点は、パルプ・紙・

紙加工品等や窯業・土石製品、他の製造業

にも同様にみられており、独創的な考え方

や発想を好む「土佐人」の県民性と相まっ

て、高知の製造業の大きな特徴となってい

る。もっとも、技術革新のスピードが速ま

るもとでは、ニッチ分野の製品寿命が短期

化するために、研究開発投資や M&A といっ

た取組みが一段と重要になっている。 

第二に、豊富な自然資源の入手に加えて

安価な労働力の調達が容易である優位性を

背景として発展してきたことは、パルプ・

紙・紙加工等、窯業・土石製品などでみら

れる特徴である。もっとも、工業用地の供

給制約や人口減少による採用難などが当地

の企業立地のデメリットとして新たな課題

となっていることは、その他の多くの製造

業でも指摘されている。特に、被災リスク

軽減化のために県外に製造業が流出する動

きについては、雇用吸収力の大きな減少に

つながることから、十分な対応を図ってい

くことが望まれる。 

第三に、一般機械、金属製品、食料品な

どで、県際収支が赤字となっていることで

ある。この点、個々の企業がニッチトップ

戦略を採用することによって、裾野の広い

産業の集積が行われにくくなるというデメ

リットがあることにも留意が必要と考えら

れる。「防災」など新たな視点での産業集積

の取組みが求められよう。 

第四に、当地では、一般的に付加価値の

高い産業、例えば、自動車、電気機械とい

った産業や輸出産業のプレゼンスが低い。

特に、電子部品製造業など過去に誘致した

雇用吸収力の高い製造業の拠点の閉鎖が行

われる中で、今後、新たに付加価値の高い

製造業のウェイトをいかに高めていくか、

さらに、ＡＩ（人工知能）などの新技術を

利用した次世代の製造業の拠点をいかに呼

び込み、育てていくかという視点も重要と

なろう。 

以   上 


